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議案第 21 号 

 

令和７年度日の出町下水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 令和７年度日の出町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）計画人口                      １４,１００人 

（２）年間処理水量                  ２，９２１,０００㎥ 

（３）一日平均処理水量                   ８,００３㎥ 

（４）主な建設改良事業 

河川整備に伴う下水道管渠基本設計及び実施設計業務委託料 

２９，４６１千円 

ストックマネジメント計画に伴う設計業務委託料 

４８，５２０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、都道青

梅日の出線（第 251 号）道路整備事業に伴う下水道管渠等の固定資産除却工

事費９，８５１千円の財源へ充てるため、企業債９，３００千円を借り入れ

る。 

収  入 

 第１款 下水道事業収益               ８９８，０１８千円 

  第１項 営業収益                 ４１９，１２４千円 

  第２項 営業外収益                ４７８，８９４千円 

支  出 

第１款 下水道事業費用                 ９２４，７６５千円 

  第１項 営業費用                ８４１，６７４千円 

  第２項 営業外費用                ８２，０９１千円 

  第３項 予備費                    １,０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額２１６，０２１千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額６，３３４千円、過年度分損益勘定留保資金

１２１，６６１千円、当年度分損益勘定留保資金８８，０２６千円で補填す

るものとする。）。 

収  入 

第１款 資本的収入  １８４，７８０千円 

 第１項 企業債  ６７，４００千円 

 第２項 出資金  ６１，６８２千円 

第３項 負担金  ４３，３１０千円 

第４項 補助金  １２，３８８千円 

支  出 

第１款 資本的支出  ４００，８０１千円 

 第１項 建設改良費  １２５，５４１千円 

第２項 企業債償還金  ２７５，２６０千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

事業債 
４７，８００ 

証書借入 

又は 

証券発行 

５ ． ０ ％ 以

内 

（ た だ し 、

利 率 見 直 し

方 式 で 借 り

入 れ る 場

合 、 利 率 見

直 し を 行 っ

た 後 に お い

ては、当該 

見 直 し 後 の

利率） 

借入のときから

据置期間を含め

４０年以内に元

金均等又は元利

均等償還する。

ただし、町財政

の都合により償

還 年 限 を 短 縮

し、又は低利債

に借換えするこ 

とができる。 

流域下水道 

事業債 
２５，９００ 

公営企業会計

適用債 
３，０００ 

合 計 ７６，７００    

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用との間の流用 

（２）建設改良費と企業債償還金との間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                    ２４，９８５千円 

 

 

 

令和７年２月２６日提出 

 

日の出町長   田 村 み さ 子    
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日の出町下水道事業会計予算 

に関する説明書 

 

 





令和７年度日の出町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）

予定額 備　考

1 下水道事業収益 898,018

1 営業収益 419,124

1 下水道使用料 418,728

2 その他の営業収益 396

2 営業外収益 478,894

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計負担金 219,364

3 補助金 12,692

4 長期前受金戻入 246,837

支出 （単位：千円）

予定額 備　考

1 下水道事業費用 924,765

1 営業費用 841,674

1 管渠費 167,079

2 総係費 60,077

3 流域下水道管理費 113,037

4 減価償却費 490,204

5 資産減耗費 11,277

2 営業外費用 82,091

1
支払利息及び企業債取扱
諸費

39,379

2 消費税及び地方消費税 42,712

3 予備費 1,000

1 予備費 1,000

款 項 目

款 項 目
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令和７年度日の出町下水道事業会計予算実施計画

資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）

予定額 備　考

1 資本的収入 184,780

1 企業債 67,400

1 企業債 67,400

2 出資金 61,682

1 他会計出資金 61,682

3 負担金 43,310

1 他会計負担金 4,230

2 工事負担金 39,080

4 補助金 12,388

1 都補助金 12,388

支出 （単位：千円）

予定額 備　考

1 資本的支出 400,801

1 建設改良費 125,541

1 管渠建設改良費 96,632

2 流域下水道建設負担金 28,909

2 企業債償還金 275,260

1 企業債償還金 275,260

款 項 目

款 項 目
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令和７年度日の出町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和7年4月1日 から 令和8年3月31日まで）

（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　 　当年度純利益（△は当年度純損失） 6,631,909

　減価償却費 490,204,000

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 25,783

　長期前受金戻入額 △ 246,837,000

　受取利息及び配当金 △ 1,000

　支払利息及び企業債取扱諸費 39,379,000

　固定資産除却費 1,426,000

　未収金の増減額（△は増加） 5,617,000

　未払金の増減額（△は減少） 106,100,273

　小計 402,545,965

　受取利息及び配当金 1,000

　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 39,379,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 363,167,965

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 40,042,000

　無形固定資産の取得による支出 △ 26,281,000

　一般会計等からの繰入金による収入 3,845,000

　工事負担金による収入 35,527,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 26,951,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 67,400,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 275,260,000

　他会計からの出資による収入 61,682,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 146,178,000

　

　　資金増加額（又は減少額） 190,038,965

　　資金期首残額 191,198,505

　　資金期末残額 381,237,470
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１．総　括

(単位：千円)

(単位：千円)

２．給料及び手当の増減額の明細

増 減 額

３．給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

7 年 1 月 1

6 年 1 月 1

0 0 △ 1,864 △ 110 

昇給に伴う増加

（単位：千円）

平均昇給率0.967％

△ 120 △ 430 

7,165 1,380 120 10,364 

比　   較 △ 180 0 552 1,400 △ 108 

9,934 

 の 内 訳 前 年 度 180 0 975 400 144 0 0 

0 0 5,301 1,270 0 0 

手  当 勤務手当 勤勉手当

 手 当 等 本 年 度 0 0 1,527 1,800 36 

 職   員 手  当 手   　当 手   当 勤務手当 手   当
退職手当 児童手当
負  担  金

管 理 職 員

特別勤務手当

合  計

備考　　（　　）内は、短時間勤務職員

区　分 扶  養 管 理 職 地   域 時  間  外 通   勤 住  居 特   　 殊 期      末

比　     較
（ ― ） 

0 △ 1,089 △ 430 △ 1,519 
0 

前  年  度
（ ― ） 

0 11,999 10,364 22,363 
3 

本  年  度
（ ― ） 

0 10,910 9,934 20,844 
3 

区　分
職　員　数
　　　　（人）

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　計

報　酬 給　料 職員手当等 計

4,141 24,985 

4,401 26,764 

△ 260 △ 1,779 

  給　　料

給　　与　　費　　明　　細　　書

0 

0 

備　　考

△ 1,089 

区　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

勤勉手当改正による増

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明 備　　　　　　　考

給与改定の状況
前年度給与表改定率　2.7％

26  

平均給料月額

平均給料月額 329,850 円 

330,800 円 

185,700     円 

 （２）　初任給 ( 令和 7 年 1 月 1 日現在 )

区　 　　　　分
町 国

技 能 労 務 職

大　　　　学　　　　卒 225,500   円 
一般職 220,000     円 

高　　　　校　　　　卒 188,000   円 

総合職

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

給与改定に伴う増減分 449  給与改定に伴う増 449  

104  昇給に伴う増加分 104  

369,997 円 

48歳6月 平　均　年　齢

△ 1,642  職員構成の変動等による増減

給与改定に伴う増

平均給与月額

地域手当改正による増 627  

357,738 円 

日 現 在

 その他の増減分

230,000     円 

平　均　年　齢

△ 1,642  

185,400     円 188,000     円 

一 般 行 政 職

平均給与月額

△ 430  

215  
制度改正に伴う増減分

47歳1月 

令和

令和 日 現 在

8％　→　14％
842  

 職員手当等 

△ 1,272  その他の増減分
職員構成の変動等による増減 △ 1,298  

4.65月　→　4.85月

査定後

－ 13 －
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（３）　級 別 職 員 数

（級別の基準となる職務）

（４）　昇　給

　１号給
　２号給
　３号給
　４号給
　５号給
　６号給

　比　　率　（Ｂ）　/　（Ａ）

　１号給
　２号給
　３号給
　４号給
　５号給
　６号給

　比　　率　（Ｂ）　/　（Ａ）

日現在

日現在

一 般 行 政 職
課長、室長、所長、
担当課長又は主幹の
職務

課長補佐、係長、担
当係長又は主査の職
務

主 任 の 職 務

100.0   

1   33.3   

1

係 員 の 職 務

技 能 労 務 職 統括技能長の職務 技 能 長 の 職 務 技能主任の職務 技 能 員 の 職 務

備考　　（　　）内は、短時間勤務職員

区　　　分 ４　　級 ３　　級 ２　　級 １　　級

計 （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
3   0   0.0   

33.3   0   0.0   

１　　　　級 （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
0   0.0   

0   0.0   

２　　　　級 （ - ） （ - ） （ - ）

３　　　　級 （ - ）

（ - ）
1   

（ - ） （ - ） （ - ）

令和 6 年 1 月

1   33.4   

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
0   0.0   0   0.0   

0.0   

0   0.0   

計 （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
2   100.0   0   

0.0   0   0.0   

１　　　　級 （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
1   50.0   

1   50.0   0   0.0   

２　　　　級 （ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
0   

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ）

令和 7 年 1 月 1

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ）
0   0.0   0   0.0   

一般行政職 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（人）
（人）本

　
年
　
度

（人）

区　　　　　　分 級

４　　　　級

３　　　　級

４　　　　級

（人）
（％）

号　級　数　別　内　訳
（人）
（人）

（人）
（人）

（人） 2

（人）
（人）

0前
　
年
　
度

（人）
（人）

（％） 66.7

（人）
（人） 0

0

号　級　数　別　内　訳

区　分
一般行政職

（人）

66.7
0

技 能 労 務 職

0
2
3

0
0 0

0
2

0
0
0
2
3

0

0
0
0
0
0

2

0
0
0
0

0
0
0
0
0

3
0

合　計

66.7
0
0
2
0
0
0

代　表　的　な　職　種

3

66.7
0
0
2
0
0
0
2

　昇給に係る職員数
　職　　　員　　　数

（Ｂ）
（Ａ）

（Ａ）
（Ｂ）　昇給に係る職員数

　職　　　員　　　数

－ 13 －
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（５）　期末手当・勤勉手当

職制上の段階・職務の

級等による加算措置

（６）　定年退職及び応募認定退職（勧奨退職）にかかる退職手当

（７）　地域手当 （８）　特 殊 勤 務 手 当

支給対象地域

支　　給　　率 ％

支給対象職員数 人

（９）　その他の手当

配偶者 円 配偶者 円

父母等 円

子 円 子 円

借家家賃区分に応じて　

自動車等使用者 円まで 自動車等使用者 円まで通勤手当 異

国制度との
異同

満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末ま
での子１人につき4,000円を加算

異

異住居手当

扶養手当

３５歳未満の世帯主で月額15,000円
以上の家賃を支払うもの

3,000

31,600

国

代　表　的　な　職　種

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率

代表的な特殊勤務手当の名称

支給対象職員1人当たり平
均支給月額

9,000

15,000

6,500

国の制度
（支給率等）

24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分

区　　分

支給地域により
4%～20％

3

14.0

支給率等 23.00月分 30.50月分 43.00月分 43.00月分
（２ ～ ２０ ％ 加算）

6,500

（２ ～ ４５ ％ 加算）

限 　度 加  算　措　置　等

定年前早期退職特例措置

備　　考

定年前早期退職特例措置

区　　分
２０ 年

平　成　２０　年　度　廃　止

15,000円

10,000

28,000 円まで　　

町

区　　　　　　　　　　分 全職種

4.60月分

満１６歳の年度始めから満２２歳の年度末
までの子１人につき5,000円を加算

(1.225月分) (1.225月分)
有

4.65月分

(2.45月分)

一般行政職 技能労務職

２５ 年 ３５ 年 最　 高 そ    の    他    の 

勤続の者 勤続の者 勤続の者

備考　　（　　）内は、再任用職員

区　　分

本  年  度

前  年  度
2.325月分 2.325月分

支 給 期 別 支 給 率

2.300月分
国の制度

4.85月分

(1.200月分)

(1.275月分)

備　　考

有
(2.55月分)

2.425月分

(2.400月分)
有

2.300月分

(1.200月分)

   全地域

国　の　制　度
（支給率）

６月 １２月

2.425月分

(1.275月分)

支給率計

－ 13 －
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債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

国都

支出金

地方公営企業会計
システム使用料

5,940
令和４年度
から
令和６年度

2,640

令和７年度
から
令和９年度
まで

3,300 3,300

地方公営企業会計
システムサーバー
使用料

3,564
令和４年度
から
令和６年度

1,584

令和７年度
から
令和９年度
まで

1,980 1,980

下水道台帳システ
ム機器賃借料

441 令和６年度 ―

令和７年度
から
令和１１年
度
まで

441 441

公共下水道事業計
画変更業務委託料

9,619 令和６年度 ― 令和７年度 9,619 9,619

平井川河川整備に
伴う基本・詳細設
計業務委託料

29,461 令和６年度 ― 令和７年度 29,461 29,461

 左の財源内訳 

金　額 企業債 その他

事　　項 限度額

令和６年度末までの支払
義務発生（見込）額

令和７年度以降の支払
義務発生予定額

期  間 金  額 期  間
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１

（１）

イ 11,655,975,640

△ 1,322,634,222 10,333,341,418

ロ 53,373,759

機械及び装置減価償却累計額 △ 45,351,068 8,022,691

ハ 3,987,476

工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 3,787,354 200,122

10,341,564,231

（２）

イ 608,347,246

ロ 25,330,971

633,678,217

10,975,242,448

２

（１） 381,237,470

（２） 49,974,000

貸倒引当金 △ 438,744 49,535,256

430,772,726

11,406,015,174資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

構 築 物

有形固定資産

固 定 資 産

工具、器具及び備品

機 械 及 び 装 置

令和７年度日の出町下水道事業予定貸借対照表
（令和8年3月31日）

（単位：円）

構築物減価償却累計額

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

資産の部

無形固定資産

有 形 固 定 資 産 合 計

その他無形固定資産
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３

（１）

イ 1,971,020,893

ロ 25,417,717

1,996,438,610

1,996,438,610

４

（１）

イ 252,943,014

ロ 3,419,783

256,362,797

（２） 281,402,091

（３）

イ 1,959,000

1,959,000

（４） 10,000

539,733,888

５

イ 2,495,089,291

△ 290,279,519 2,204,809,772

ロ 164,238,117

△ 18,050,539 146,187,578

ハ 752,436,687

△ 117,783,749 634,652,938

二 1,830,479,184

△ 213,840,096 1,616,639,088

ホ 1,070,852,582

△ 121,114,257 949,738,325

5,552,027,701

5,552,027,701

8,088,200,199

６

（１） 2,989,870,121

（２） 227,970,000

3,217,840,121

７

（１）

イ 当年度未処分利益剰余金 99,974,854

99,974,854

99,974,854

3,317,814,975

11,406,015,174

企 業 債 合 計

国庫補助金

国庫補助金収益化累計額

建設改良費等の財源に充てるための企業債

その他流動負債

繰 延 収 益

負債の部

企 業 債

長 期 前 受 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

受贈資産評価額

受贈資産評価額収益化累計額

一般会計負担金

一般会計負担金収益化累計額

分担金及び負担金

分担金及び負担金収益化累計額

都補助金

建設改良費等の財源に充てるための企業債

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

その他の企業債

企 業 債 合 計

資本の部

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

都補助金収益化累計額

そ の 他 の 企 業 債

剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計
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389,752,727

105,000 389,857,727

126,026,000

42,728,000

109,454,545

503,858,000 782,066,545

392,208,818

8,000

186,540,000

6,825,000

257,624,000

102,000 451,099,000

44,822,000 44,822,000 406,277,000

14,068,182

14,068,182

79,274,763

93,342,945

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

 （２）

当 年 度 純 利 益

 （４）

営 業 損 失

４

そ の 他 の 営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

 （１）

 （２）

総 係 費 （２）

 （３）

 （４）

流 域 下 水 道 管 理 費

３ 営 業 外 収 益

令和６年度日の出町下水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
（単位：円）

減 価 償 却 費

管 渠 費

補 助 金

営 業 費 用２

 （１）

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 収 益１

 （１） 下 水 道 使 用 料

 （１）

雑 収 益

 （３）

 （５）

支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

経 常 利 益
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１

（１）

イ 11,550,760,170

△ 886,523,358 10,664,236,812

ロ 53,373,759

機械及び装置減価償却累計額 △ 32,334,068 21,039,691

ハ 3,987,476

工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 3,588,354 399,122

二 18,866,606

10,704,542,231

（２）

イ 618,414,616

ロ 29,772,601

648,187,217

11,352,729,448

２

（１） 191,198,505

（２） 43,203,000

貸倒引当金 △ 412,961 42,790,039

233,988,544

11,586,717,992資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

構 築 物

有形固定資産

固 定 資 産

工具、器具及び備品

機 械 及 び 装 置

令和６年度日の出町下水道事業予定貸借対照表
（令和7年3月31日）

（単位：円）

構築物減価償却累計額

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

資産の部

無形固定資産

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

その他無形固定資産
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３

（１）

イ 2,159,567,366

ロ 25,837,500

2,185,404,866

2,185,404,866

４

（１）

イ 272,131,541

ロ 3,125,000

275,256,541

（２） 126,355,818

（３）

イ 1,959,000

1,959,000

（4） 10,000

403,581,359

５

（１）

イ 2,495,489,834

△ 193,853,726 2,301,636,108

ロ 152,997,145

△ 12,050,115 140,947,030

ハ 752,436,687

△ 85,256,482 667,180,205

二 1,826,796,211

△ 142,911,597 1,683,884,614

ホ 1,035,325,582

△ 80,742,838 954,582,744

5,748,230,701

5,748,230,701

8,337,216,926

６

（１） 2,989,870,121

（２） 166,288,000

3,156,158,121

７

（１）

イ 当年度未処分利益剰余金 93,342,945

93,342,945

93,342,945

3,249,501,066

11,586,717,992

企 業 債 合 計

国庫補助金

国庫補助金収益化累計額

建設改良費等の財源に充てるための企業債

その他流動負債

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負債の部

企 業 債

長 期 前 受 金 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

受贈資産評価額

受贈資産評価額収益化累計額

一般会計負担金

一般会計負担金収益化累計額

分担金及び負担金

分担金及び負担金収益化累計額

都補助金

建設改良費等の財源に充てるための企業債

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

その他の企業債

企 業 債 合 計

資本の部

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

都補助金収益化累計額

そ の 他 の 企 業 債

剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計
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日の出町下水道事業会計予算に係る注記事項 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による 

・主な耐用年数    構築物          ５０年 

           機械及び装置    １０～２０年 

 （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による 

    ・主な耐用年数    施設利用権        ４５年 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

     当町は、東京都市町村職員退職手当組合に加入しており、下水道事業

会計は、当該組合に普通負担金を負担しているが、当該負担金を除き、

一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当

金は計上していない。 

 （２）賞与等引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支給及びこれらに係る法定福利費の支出に

備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属

する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

 （３）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

 （１）消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものを含む）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は７７３，９０１千円である。 

 ２ 賞与等引当金の取崩し 

令和７年度において、期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費

を支出するため、賞与等引当金１，９５９千円を取り崩す予定である。 
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３ 貸倒引当金の取崩し 

債権の不納欠損に伴い、未収金に係る貸倒引金４７千円を取り崩す予定で

ある。 

 

Ⅲ セグメント情報関連 

 １ セグメントの概要 

   日の出町下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、

記載を省略する。 
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日の出町下水道事業会計予算 

に関する説明資料 

 

 

 





令和７年度日の出町下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収入 （単位：千円）

金　額

1 898,018 895,185 2,833

1 419,124 419,741 △ 617

1 下水道使用料 418,728 418,728 0 02 下水道使用料 418,728 下水道使用料 418,728

2 その他の営業収益 396 1,013 △ 617 02 手数料 205 指定工事店申請等手数料 205

04 雑収益 191 雑収益 191

2 478,894 475,444 3,450

1 受取利息及び配当金 1 1 0 02 預金利息 1 預金利息 1

2 他会計負担金 219,364 208,167 11,197 02 一般会計負担金 219,364 一般会計負担金 219,364

3 補助金 12,692 7,586 5,106 02 国庫補助金 10,000 国庫補助金 10,000

04 都補助金 2,692 都補助金 2,692

4 長期前受金戻入 246,837 259,690 △ 12,853 02 長期前受金戻入 246,837 国庫補助金長期前受金戻入 96,828

都補助金長期前受金戻入 6,021

受贈財産評価額長期前受金戻入 32,527

一般会計負担金長期前受金戻入 71,090

分担金及び負担金長期前受金戻入 40,371

営業外収益

説　　　明

営業収益

款　項　目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減

下水道事業収益

区　分

節
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令和７年度日の出町下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

支出 （単位：千円）

金　額

1 924,765 904,342 20,423

1 841,674 815,797 25,877

1 管渠費 167,079 140,481 26,598 22 備消品費 20 備消品費 20

26 光熱水費 2,244 電気料 2,244

30 通信運搬費 72 電話使用料 72

34 委託料 163,761 下水道施設維持管理業務委託料 137,400

水質検査委託料 2,272

下水道台帳委託料 2,416

水洗化台帳作成委託料 3,394

下水道メーター交換委託料 151

市町村下水道強靭化事業に伴う業
務委託料

6,336

ウォーターＰＰＰ導入に伴う業務
委託料

11,792

38 賃借料 214 下水道台帳システム機器賃借料 82

ガス検知器賃借料 132

48 工事請負費 550 下水道メ－タ－設置工事 50

小工事 500

50 材料費 25 下水道メ－タ－購入費 25

56 負担金 128
あきる野市への汚水接続に伴う負
担金

128

62 保険料 65 損害賠償責任保険料 65

2 総係費 60,077 53,288 6,789 02 給料 10,910 一般職給料 10,910

04 手当 8,302 通勤手当 36

時間外勤務手当 1,800

期末・勤勉手当 3,669

地域手当 1,527

東京都市町村職員退職手当組合負
担金

1,270

06 賞与引当金繰入額 1,632 賞与引当金繰入額 1,632

説　　　明

営業費用

款　項　目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減

下水道事業費用

区　分

節
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支出 （単位：千円）

金　額
説　　　明款　項　目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減 区　分

節

08 報酬 64 報酬 64

10 法定福利費 3,814 東京都市町村職員共済組合負担金 3,774

地方公務員災害補償保険料 40

12
法定福利費引当金
繰入額

327 法定福利費引当金繰入額 327

16 旅費 50 普通旅費 50

22 備消品費 50 事務備消品 50

30 通信運搬費 37 切手等購入代 37

34 委託料 32,504 下水道使用料徴収事務委託料 19,579

公共下水道事業計画変更業務委託
料

6,875

公営企業会計運用支援業務委託料 6,050

38 賃借料 2,112 地方公営企業会計システム使用料 1,320

地方公営企業会計システムサーバ
ー使用料

792

56 負担金 152 日本下水道協会費 94

全国町村下水道推進協議会東京都
支部負担金

20

東京都下水道協会費 8

東京都多摩地区下水道事業積算施
工適正化委員会負担金

20

東京都都市づくり公社関係市町村
連絡協議会負担金

10

66 貸倒引当金繰入額 73 貸倒引当金繰入額 73

68 雑費 50 下水道使用料過誤納還付金 50

3 流域下水道管理費 113,037 117,332 △ 4,295 02
流域下水道維持管
理負担金

113,037 流域下水道維持管理負担金 113,037

4 減価償却費 490,204 504,696 △ 14,492 02
有形固定資産減価
償却費

449,414 有形固定資産減価償却費 449,414

04
無形固定資産減価
償却費

40,790 無形固定資産減価償却費 40,790

5 資産減耗費 11,277 0 11,277 02 固定資産除却費 11,277 固定資産除却費 11,277

2 82,091 87,545 △ 5,454

1
支払利息及び企業債
取扱諸費

39,379 44,833 △ 5,454 02 企業債利息 39,079 公共下水道事業債 34,822

流域下水道事業債 2,715

資本費平準化債 1,490

営業外費用
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支出 （単位：千円）

金　額
説　　　明款　項　目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減 区　分

節

公営企業会計適用債 52

04 一時借入金利息 300 一時借入金利息 300

2
消費税及び地方消費
税

42,712 42,712 0 02
消費税及び地方消
費税

42,712 支払消費税 42,712

3 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 90 予備費 1,000 予備費 1,000

予備費
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令和７年度日の出町下水道事業会計予算実施計画説明書

資本的収入及び支出

収入 （単位：千円）

金　額

1 184,780 80,675 104,105

1 67,400 11,000 56,400

1 企業債 67,400 11,000 56,400 02 公共下水道事業債 38,500 公共下水道事業債 38,500

04 流域下水道事業債 25,900 流域下水道事業債 25,900

08
公営企業会計適用
債

3,000 公営企業会計適用債 3,000

2 61,682 60,046 1,636

1 他会計出資金 61,682 60,046 1,636 02 一般会計出資金 61,682 一般会計出資金 61,682

3 43,310 9,629 33,681

1 他会計負担金 4,230 3,716 514 02 一般会計負担金 4,230 一般会計負担金 4,230

2 工事負担金 39,080 5,913 33,167 02 工事負担金 39,080 工事負担金 39,080

4 12,388 0 12,388

1 都補助金 12,388 0 12,388 02 都補助金 12,388 都補助金 12,388

出資金

負担金

補助金

説　　　明

企業債

款　項　目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減

資本的収入

区　分

節
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資本的収入及び支出

支出 （単位：千円）

金　額

1 400,801 316,524 84,277

1 125,541 23,671 101,870

1 管渠建設改良費 96,632 14,943 81,689 16 旅費 10 普通旅費 10

22 備消品費 50 事務備消品費 50

34 委託料 87,702 都道監督事務費 100

河川整備に伴う下水道管渠接続替
え工事業務委託料

9,621

河川整備に伴う下水道管渠基本設
計及び実施設計業務委託料

29,461

ストックマネジメント計画に伴う
設計業務委託料

48,520

38 賃借料 270 土地賃借料 17

東京都多摩地区下水道事業積算用
刊行物データ利用料金

253

48 工事請負費 8,500 小工事費 500

汚水桝設置等工事 8,000

50 材料費 50 原材料費 50

52 補償金 50 支障物件移設に伴う負担金 50

2
流域下水道建設負担
金

28,909 8,728 20,181 02
流域下水道建設負
担金

28,909
多摩川右岸秋川流域下水道建設事
業費負担金

21,373

流域下水道事業改良負担金 7,536

2 275,260 292,853 △ 17,593

1 企業債償還金 275,260 292,853 △ 17,593 02 企業債償還金 275,260 公共下水道事業債 228,986

流域下水道事業債 19,265

資本費平準化債 23,884

公営企業会計適用債 3,125

企業債償還金

説　　　明

建設改良費

款　項　目
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較
増　減

資本的支出

区　分

節
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